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１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 149,588 15.6 13,924 46.9 14,234 49.1 10,094 57.3

2025年３月期第１四半期 129,389 7.1 9,477 34.2 9,546 27.7 6,417 27.4

(注) 包括利益 2026年３月期第１四半期 3,382 百万円 ( △75.4％) 2025年３月期第１四半期 13,731 百万円 ( 22.5％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 138.58 132.78

2025年３月期第１四半期 86.93 83.34

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 3,402,876 325,996 9.5

2025年３月期 3,401,816 334,787 9.7

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 322,064 百万円 2025年３月期 330,700 百万円

２．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 616,300 3.5 51,200 5.3 51,300 6.0 35,800 △4.3 491.49
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 １社(社名)パシフィコ・エナジー佐野合同会社匿名組合

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 31,429,396株 2025年３月期 31,429,396株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ －株 2025年３月期 －株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 72,839,006株 2025年３月期１Ｑ 73,824,906株

(注) 第Ⅰ種種類株式、第Ⅱ種種類株式及び第Ⅲ種種類株式につき、配当請求権に関して普通株式と同等の権利を有し

ているため、期中平均株式数に含めております。

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている連結業績予想については、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定

の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

※ 当社は株式を公開しておりませんが、経営情報の適切な開示を継続して行うため、自主的な開示を行っておりま

す。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、トランプ政権による国際的な経済政策の影響や、中東情勢を

はじめとする地政学リスクの高まりに加え、原材料・エネルギー価格の高騰、中国経済の長期停滞等、景気減速に

つながる様々な懸念を内包しており、先行き不透明な状況が続いております。

このような環境下、当社は2025年度より開始した３か年の中期経営計画「Sustainable Evolution 2028」に定め

る基本方針と重点施策を着実に実行し、最終年度である2028年３月期において当期純利益470億円、自己資本比率10

％以上、ROA1.8％以上の達成を目指しています。また、本中期経営計画は、当社が掲げる長期ビジョンの実現に向

けた重要なステップとして位置付けており、その一環として長期ビジョンの実現に不可欠な非財務目標を設定し、

目標達成に向けた事業活動を推進しております。

さらに、サステナビリティ経営においては、当社グループの強みや独自性を活かしながら、社会的価値の提供を

効果的に進めるため、５つのマテリアリティ（重要取組課題）を掲げ、企業活動を通じた社会的課題の解決ならび

に持続可能な“より良い社会と未来”の実現に向けた取り組みを行っております。

事業の成果としましては、当第１四半期連結累計期間の契約実行高は前年同期比20.4％減の3,134億円、営業資産

残高は前期末比0.0％増の3兆862億円となりました。

また、売上高は前年同期比15.6％増の1,495億円、営業利益は前年同期比46.9％増の139億円、経常利益は前年同

期比49.1％増の142億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比57.3％増の100億円となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① リース・割賦

リース・割賦事業では、契約実行高は前年同期比39.4％減の1,128億円、営業資産残高は前期末比1.9％減の1兆

7,604億円となりました。また、売上高は前年同期比12.8％増の1,258億円、セグメント利益は前年同期比62.9％増

の90億円となりました。

② ファイナンス

ファイナンス事業では、契約実行高は前年同期比1.2％減の1,689億円、営業資産残高は前期末比1.4％増の1兆

1,011億円となりました。また、売上高は前年同期比6.6％増の166億円、セグメント利益は前年同期比11.0％増の

76億円となりました。

③ その他

その他の事業では、契約実行高は前年同期比13.0％減の316億円となりました。また、売上高は前年同期比224.0

％増の71億円、セグメント利益は前年同期比406.3％増の8億円となりました。

（２）財政状態に関する説明

財政状態につきましては、当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前期末比10億円増加して3兆4,028億円とな

りました。純資産は、前期末比87億円減少の3,259億円、自己資本比率は前期末比0.3ポイント低下し9.5％となりま

した。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年３月期の通期連結業績予想につきましては、2025年５月13日に公表いたしました数値より変更ありませ

ん。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 100,200 94,122

受取手形 13 1

割賦債権 111,098 107,650

リース債権及びリース投資資産 1,139,871 1,120,482

営業貸付金 754,627 771,231

その他の営業貸付債権 324,545 323,315

賃貸料等未収入金 3,619 3,406

その他の営業資産 22,506 19,412

商品 26,979 29,702

その他 67,773 69,222

貸倒引当金 △9,052 △8,452

流動資産合計 2,542,182 2,530,095

固定資産

有形固定資産

賃貸資産

賃貸資産 546,681 534,610

賃貸資産前渡金 731 1,468

賃貸資産合計 547,412 536,078

その他の営業資産 25,644 33,804

社用資産 1,965 2,096

有形固定資産合計 575,022 571,980

無形固定資産

賃貸資産

賃貸資産 5,166 4,935

賃貸資産合計 5,166 4,935

その他の無形固定資産

のれん 249 5,348

ソフトウエア 2,062 1,877

その他 23,653 27,052

その他の無形固定資産合計 25,964 34,277

無形固定資産合計 31,131 39,212

投資その他の資産

投資有価証券 226,734 234,850

破産更生債権等 1,124 1,097

その他 26,627 26,639

貸倒引当金 △1,005 △999

投資その他の資産合計 253,480 261,587

固定資産合計 859,634 872,780

資産合計 3,401,816 3,402,876
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 32,379 24,451

短期借入金 760,557 726,898

1年内償還予定の社債 40,000 40,000

1年内返済予定の長期借入金 261,851 189,240

コマーシャル・ペーパー 344,720 380,774

債権流動化に伴う支払債務 52,236 49,786

リース債務 18,680 17,609

未払法人税等 10,699 4,350

割賦未実現利益 7,396 7,235

賞与引当金 2,795 1,243

役員賞与引当金 75 12

資産除去債務 1,361 1,364

その他 69,035 71,337

流動負債合計 1,601,789 1,514,303

固定負債

社債 245,000 265,000

長期借入金 1,078,056 1,164,234

債権流動化に伴う長期支払債務 101,144 89,708

退職給付に係る負債 5,057 4,981

預り保証金 28,637 28,524

資産除去債務 1,537 1,576

その他 5,805 8,551

固定負債合計 1,465,239 1,562,576

負債合計 3,067,028 3,076,879

純資産の部

株主資本

資本金 32,000 32,000

資本剰余金 64,048 64,048

利益剰余金 208,592 207,469

株主資本合計 304,640 303,517

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,942 7,212

繰延ヘッジ損益 2,322 1,574

為替換算調整勘定 17,686 9,647

退職給付に係る調整累計額 109 113

その他の包括利益累計額合計 26,060 18,547

非支配株主持分 4,087 3,931

純資産合計 334,787 325,996

負債純資産合計 3,401,816 3,402,876
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

売上高 129,389 149,588

売上原価 109,508 126,198

売上総利益 19,881 23,390

販売費及び一般管理費 10,404 9,466

営業利益 9,477 13,924

営業外収益

受取利息 7 12

受取配当金 314 476

持分法による投資利益 275 216

為替差益 - 17

その他 10 33

営業外収益合計 608 755

営業外費用

支払利息 235 325

社債発行費 212 77

為替差損 89 -

その他 0 43

営業外費用合計 538 445

経常利益 9,546 14,234

特別利益

固定資産売却益 2 8

投資有価証券売却益 - 41

特別利益合計 2 49

特別損失

固定資産除売却損 6 1

特別損失合計 6 1

税金等調整前四半期純利益 9,543 14,282

法人税等 3,192 4,134

四半期純利益 6,350 10,148

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△67 53

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,417 10,094
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

四半期純利益 6,350 10,148

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 396 1,270

繰延ヘッジ損益 502 226

為替換算調整勘定 5,911 △7,108

退職給付に係る調整額 1 3

持分法適用会社に対する持分相当額 569 △1,158

その他の包括利益合計 7,381 △6,766

四半期包括利益 13,731 3,382

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 13,798 3,235

非支配株主に係る四半期包括利益 △67 146
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

前第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注２)

合計
調整額
(注３)

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注４）

リース
・割賦

ファイ
ナンス
(注１)

計

売上高

外部顧客への売上高(注５) 111,608 15,582 127,190 2,199 129,389 － 129,389

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － 11 11 △11 －

計 111,608 15,582 127,190 2,210 129,401 △11 129,389

セグメント利益 5,529 6,900 12,430 171 12,602 △3,125 9,477

(注) １．「ファイナンス」の区分は営業目的の金融収益を得るために所有する有価証券の運用業務を含んでおりま

す。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売買取引、手数料取引及び保険代

理店業務等を含んでおります。

３．セグメント利益の調整額は、販売費及び一般管理費のうち報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門

(総務、人事、経理等)に係る全社費用であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

５．当第１四半期連結累計期間の売上高に含まれる顧客との契約から生じる収益は、「その他」の区分において

1,484百万円であります。

当第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注２)

合計
調整額
(注３)

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注４）

リース
・割賦

ファイ
ナンス
(注１)

計

売上高

外部顧客への売上高(注５) 125,848 16,614 142,462 7,126 149,588 － 149,588

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － 90 90 △90 －

計 125,848 16,614 142,462 7,216 149,679 △90 149,588

セグメント利益 9,008 7,660 16,669 870 17,539 △3,615 13,924

(注) １．「ファイナンス」の区分は営業目的の金融収益を得るために所有する有価証券の運用業務を含んでおりま

す。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売買取引、手数料取引及び保険代

理店業務等を含んでおります。

３．セグメント利益の調整額は、販売費及び一般管理費のうち報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門

(総務、人事、経理等)に係る全社費用であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

５．当第１四半期連結累計期間の売上高に含まれる顧客との契約から生じる収益は、「その他」の区分において

5,978百万円であります。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

減価償却費 6,727百万円 7,916百万円

のれんの償却額 269百万円 90百万円
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３．その他

（１）契約実行高

第１四半期連結累計期間における契約実行高の実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

契約実行高
(百万円)

構成比
(％)

契約実行高
(百万円)

構成比
(％)

リース・割賦 186,114 47.3 112,821 36.0

ファイナンス 171,071 43.5 168,955 53.9

その他 36,423 9.3 31,685 10.1

合計 393,609 100.0 313,461 100.0

(注) １．リースについては、当連結会計年度に取得した賃貸用資産の取得金額、割賦については、割賦債権から割賦

未実現利益を控除した額を表示しております。

２．ファイナンスについては、営業目的の金融収益を得るために所有する有価証券を含んでおります。

（２）営業資産残高

営業資産残高をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

前連結会計年度 当第１四半期連結累計期間

期末残高
(百万円)

構成比
(％)

期末残高
(百万円)

構成比
(％)

リース・割賦 1,795,421 58.2 1,760,442 57.0

ファイナンス 1,085,772 35.2 1,101,148 35.7

その他 203,804 6.6 224,630 7.3

合計 3,084,998 100.0 3,086,221 100.0

(注) １．割賦については、割賦債権から割賦未実現利益を控除した額を表示しております。

２．ファイナンスについては、営業目的の金融収益を得るために所有する有価証券を含んでおります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月７日

Ｊ Ａ 三 井 リ ー ス 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 﨑 健 介

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤 井 義 大

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算概要の添付書類に掲げられているＪＡ三井リース株式会社の2025年４月１日から2026年３

月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第１四半期連結

累計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連
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結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・ 期中連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、期中連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社が別途保管しております。


